
意見書第１３号 

地方交付税の復元に関する意見書 
 
 地方再生は今やわが国の緊急の政治課題である。 
 三位一体の改革の名を借りて、地方側の予想を大幅に上回る規模で地方交付税が一

方的に削減された結果、多くの自治体が歳出予算の削減につぐ削減を余儀なくされ、

公共サービスの見直しを迫られている状況である。 
 地域ごとに経済力、人口、社会資源に差がある以上、地域格差は存在する。 
 しかし、今やその格差は、一国の内で放置することができない格差になっている。

こうした看過できない格差を生んだのは、ひとえに地域間の財政力を調整してきた地

方交付税の財源保障機能・財源調整機能が弱体化したからにほかならない。 
 よって、国においては、地方公共団体の厳しい財政状況を十分認識し、各地方公共

団体の毎年度の予算編成に支障が生じることのないよう、下記の事項について強く要

望する。 
記 

 
１ 平成２０年度において、地方財政計画の一般行政経費などの歳出規模を増額し、 
地域間の財政力格差が適切に調整されるよう、地方交付税を最大限「復元」するこ 
と。 

２ 地方消費税は、地方の安定的な基幹税であり、充実強化すべきものである。地方 
消費税を廃止し年金財源に全額充当することは断じて行わないこと。 

３ 地域間の偏在性が小さく、税収が安定した地方税体系を構築するため、消費税を 
含む税体系の抜本的な改革が行われる際には、地方法人二税と消費税の「税源交換」 
を実現すること。 

４ 交付税特別会計借入金の計画的償還については、地方の財政状況をしっかりと見 
極め、地方公共団体が基礎的自治体として、真に必要な行政サービスを提供するた 
めの所要額を確保した上で、実施時期の適正な見直しを行うこと。 

５ 後年度に財政措置するとした地方債の元利償還金に係る約束分については、確実 
に措置すべきである。また、各地方公共団体への交付税配分については、地方の財 
政需要を的確に把握した上で、地方公共団体の財政運営に支障が生じないよう措置 
すること。 

 
 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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